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（証券コード：3672）
平成29年12月７日

　

株 主 各 位
　

東京都渋谷区渋谷三丁目12番18号
株 式 会 社 オ ル ト プ ラ ス
代表取締役CEO 石 井 武

　

第８回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第８回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席下さいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議

決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年12月21日

（木曜日）午後７時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げま

す。
　

敬 具

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年11月21日 17時02分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2

　
記

　
1. 日 時 平成29年12月22日（金曜日）午前10時

2. 場 所 東京都渋谷区道玄坂一丁目12番２号 渋谷マークシティ内
渋谷エクセルホテル東急 ６階 プラネッツルーム

3. 目的事項

報告事項 １．第８期（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

２．第８期（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）計算書類
報告の件

決議事項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
　

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。また、本招
集ご通知をご持参下さいますようお願い申し上げます。
○当社は、法令及び定款第18条の規定に基づき、新株予約権等の状況、会計監査人の状況、業務の適
正を確保するための体制及びその運用状況、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表並びに計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表をインターネット上の当社ウェブサイ
ト（http://www.altplus.co.jp）に掲載することにより開示しておりますので、本株主総会招集ご
通知の添付書類には記載しておりません。なお、監査役または会計監査人が監査した連結計算書類
及び計算書類には、上記連結株主資本等変動計算書、株主資本等変動計算書、連結注記表及び個別
注記表を、並びに監査役が監査した事業報告には、上記会社の新株予約権等の状況、会計監査人の
状況、業務の適正を確保するための体制及びその運用状況を含みます。
○株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記当社ウ
ェブサイトに掲載させていただきます。
○本定時株主総会の決議結果につきましては、書面による決議通知のご送付に代えて、本定時株主総
会終了後、上記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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株主総会参考書類
　

第１号議案　 取締役５名選任の件
取締役５名全員は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役５名の選任を
お願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者番号
　

１
い し い た け し

石井 武 （昭和44年６月10日） 所有する当社の株式の数 普通株式 1,832,200株
　

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
平成４年４月 国際ファイナンス株式会社入社
平成12年７月 元気株式会社入社 経営企画室長
平成17年１月 同社取締役
平成17年２月 元気モバイル株式会社取締役
平成17年５月 株式会社アミューズキャピタル入社、グル

ープ経営企画室長
平成17年10月 株式会社AQインタラクティブ（現 株式会

社マーベラス）入社、公開準備室長

取締役候補者として選任した理由

平成18年４月 同社経営企画室長
平成19年６月 同社執行役員経営企画・IR部門担当兼経営

企画室長
平成21年９月 同社執行役員ネットワークコンテンツ事業

部長
平成22年５月 当社設立 代表取締役CEO（現任）
平成25年３月 株式会社オルトダッシュ代表取締役
平成26年10月 同社取締役（現任）

　石井武氏は、当社の創業者並びに代表取締役として経営を担っており、経営全般における豊富な業務経験と幅広い知見に基づき、
強いリーダーシップにより、当社及び当社グループ全体の事業拡大と持続的な企業価値向上並びにコーポレート・ガバナンスの強
化に努め、経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督など適切な役割を果たしていることから、引き続き取締役候補者とし
たものであります。

　

候補者番号
　

２
う が わ た ろ う

鵜川 太郎 （昭和51年１月14日） 所有する当社の株式の数 普通株式 187,400株
　

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
平成11年９月 ターゲットワン株式会社入社
平成14年８月 株式会社ワークアット入社
平成17年10月 株式会社リンクシンク取締役
平成20年11月 株式会社コムニコ社外取締役（現任）
平成21年12月 株式会社AQインタラクティブ（現 株式会

社マーベラス）入社 ネットワークコンテ
ンツ事業部開発部長

平成22年７月 当社入社 取締役COO（現任）
平成25年３月 株式会社オルトダッシュ取締役（現任）

取締役候補者として選任した理由

平成26年８月 株式会社エル・エム・ジー社外取締役（現
任）

平成26年８月 株式会社マーケティングエンジン社外取締
役（現任）

平成27年１月 執行役員兼新規事業開発部長
平成27年６月 ALTPLUS VIETNAM Co.,Ltd. President

（現任）
平成27年12月 執行役員兼コーポレートブランディング部

長（現任）
平成29年９月 株式会社scopes取締役（現任）

　鵜川太郎氏は、当社の創業メンバー並びに取締役COOとして事業経営を担っており、ウェブサービス全般における豊富な業務経験
を有しております。当社及び当社グループの事業拡大と持続的な企業価値向上に努め、経営の重要事項の決定及び業務執行に対す
る監督など適切な役割を果たしていることから、引き続き取締役候補者としたものであります。
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候補者番号
　

３
りゅうせきどう じゅんいち

竜石堂 潤一 （昭和47年８月20日） 所有する当社の株式の数 普通株式 7,900株
　

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
平成11年10月 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法

人）入所
平成20年１月 株式会社サムライファクトリー入社 財経

総務部長
平成20年５月 同社取締役兼管理部長

取締役候補者として選任した理由

平成24年４月 当社入社 財務・経理部長（現任）
平成24年７月 取締役CFO（現任）
平成27年１月 執行役員（現任）
平成27年１月 ALTPLUS VIETNAM Co.,Ltd.

Controller（現任）

　竜石堂潤一氏は、公認会計士としての専門的知識並びに経験と、経営管理部門における豊富な経験に基づく高い見識を有しており
ます。当社及び当社グループの管理統括責任者として管理の推進と持続的な企業価値向上に努め、経営の重要事項の決定及び業務
執行に対する監督など適切な役割を果たしていることから、引き続き取締役候補者としたものであります。

　

候補者番号
　

４
い し い よ う じ

石井 洋児 （昭和30年10月25日） 所有する当社の株式の数 普通株式 20,000株
　

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
昭和53 年 ４ 月 株式会社セガ・エンタープライゼス（現

株式会社セガゲームス）入社
平成11 年 ８ 月 株式会社アートゥーン代表取締役社長
平成15 年 ６ 月 株式会社AQインタラクティブ（現 株式

会社マーベラス）代表取締役副社長
平成17 年 10月 同社代表取締役社長
平成17 年 10月 株式会社アートゥーン取締役会長
平成18 年 ４ 月 同社取締役

社外取締役候補者として選任した理由

平成18 年 ４ 月 株式会社フィールプラス取締役
平成18 年 ４ 月 株式会社キャビア取締役
平成20 年 ５ 月 株式会社マイクロキャビン取締役
平成21 年 １ 月 株式会社アートゥーン取締役会長
平成21 年 １ 月 株式会社フィールプラス取締役会長
平成21 年 ５ 月 株式会社リンクシンク取締役
平成22 年 ６ 月 株式会社アーゼスト代表取締役社長（現任）
平成27 年 12月 当社社外取締役（現任）

　石井洋児氏は、株式会社AQインタラクティブ（現 株式会社マーベラス）在任中、代表取締役社長として同社の経営に携わるとと
もに、現在は株式会社アーゼスト代表取締役として同社の経営に携わるなど、ゲーム業界及び経営者としての豊富な経験と幅広い
見識を有しており、当社の経営に対しても適切な役割を果たしていることから、引き続き社外取締役候補者としたものであります。

社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数
　当社社外取締役の在任期間は、本総会の終結の時をもって２年であります。
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候補者番号
　

５
さ と う ひ で き 新任

佐藤 秀樹 （昭和25年11月５日） 所有する当社の株式の数 普通株式 0株
　

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
昭和46 年 ４ 月 株式会社セガ・エンタープライゼス（現

株式会社セガゲームス）入社
平成元 年 ７月 同社取締役研究開発本部副本部長
平成５ 年 ６月 同社常務取締役ハードウェア開発設計本部

長
平成10 年 ６ 月 同社常務執行役員コンシューマ事業統括本

部副本部長兼コンシューマ開発生産本部管
掌

平成12 年 ６ 月 同社専務取締役事業開発部 アジア営業部
PC営業部 モバイル営業部 知的財産権部
キャラクター部管掌

平成12 年 11月 同社代表取締役副社長

社外取締役候補者として選任した理由

平成13 年 ３ 月 同社代表取締役社長
平成15 年 ６ 月 同社取締役会長
平成16 年 ２ 月 同社取締役副会長
平成16 年 ６ 月 株式会社セガトイズ取締役
平成16 年 ６ 月 株式会社トムス・エンタテンメント取締役
平成17 年 ６ 月 株式会社セガ・ミュージックネットワーク

ス代表取締役
平成19 年 ７ 月 株式会社レグルス取締役副社長
平成20 年 11月 株式会社アドバンスクリエート代表取締役

（現任）
平成29 年 ３ 月 一般社団法人日本VR振興普及協会代表理事

（現任）

　佐藤秀樹氏は、株式会社セガ・エンタープライゼス（現 株式会社セガゲームス）在任中、代表取締役社長として同社の経営に携わ
るなど、ゲーム業界及び経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行頂
けるものと判断したためであります。

　
（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 ２．石井洋児氏及び佐藤秀樹氏は、いづれも社外取締役候補者であります。

３．当社は、石井洋児氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める限度額としております。本議案が承認された場
合、同氏との当該責任限定契約を継続するとともに、新たに佐藤秀樹氏との間でも同様の責任限定契約を締結する予定で
あります。
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件
本総会の終結の時をもって、平成28年12月22日開催の第７回定時株主総会において選任頂き
ました補欠監査役佐藤和好氏の選任の効力が失効いたしますので、法令に定める監査役の員数を
欠くことになる場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。なお、
補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりその
選任を取り消すことができるものとします。
また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

お か べ ゆ き

岡部 友紀 （昭和48年５月５日） 所有する当社の株式の数 普通株式 0株
　

略歴及び当社における地位（重要な兼職の状況）
平成４年４月 株式会社大分銀行入行
平成10年３月 高橋税務会計事務所入所
平成14年10月 中央青山監査法人入所

平成23年10月 岡部友紀公認会計士・FP事務所代表
平成28年６月 株式会社fonfun監査役（現任）

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．岡部友紀氏は、公認会計士としての専門的見地を有していることから、当該経験を当社の監査体制に活かして頂くために、
補欠監査役として選任をお願いするものであります。

　 ３．岡部友紀氏は、社外監査役候補者であり、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。
４．岡部友紀氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監査役に就任した場合、独立役員

として届け出る予定であります。
５．岡部友紀氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結する予定であります。

　以 上
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（添付書類）
　

事 業 報 告
　

（平成
平成

28
29
年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで）

　
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国の経済は、アジア新興国等の景気の先行きや国際情勢の
緊張による不確実性の高まりがあるものの、政府と日銀による経済政策及び金融政策等の
推進により緩やかな回復基調が続いております。国内のインターネット利用環境につきま
しては、スマートフォン及びタブレット型端末によるインターネット利用が引き続き増加
しております(注)。
このような事業環境の下、当社はソーシャルゲームの新規開発及び運営を進めるととも
に、他社が開発・運営しているゲームタイトルの運営受託やオフショア開発案件の獲得を
進めてまいりました。また、ゲームで培った開発技術を活かした新規サービスの開発及び
提供の準備を進めてまいりました。
ゲーム事業では、自社オリジナルタイトルである「バハムートブレイブ」を他社へ譲渡
するとともに、他社IPを使用した協業タイトル（４タイトル）については運営を終了する
など、運営タイトルの選択と集中を継続して進めてまいりました。新規タイトルについて
は、株式会社KADOKAWAとの協業タイトル（１タイトル）を第３四半期にリリースす
るとともに、他社が開発・運営していたIPタイトル（１タイトル）の運営を新たに受託い
たしました。この結果、当連結会計年度末において、自社及び他社との協業５タイトル、
パブリッシング３タイトル、運営移管４タイトルの運営を行っております。なお、新規タ
イトルの開発につきましては、平成29年３月に設立した株式会社scopesとの合弁会社
（株式会社エスエスプラス）を中心に進めておりますが、IP保有会社を含む他社との協業
により、開発に伴う各種リスクの低減を図ってまいりました。ゲーム支援事業では、ソー
シャルゲーム会社への人材提供を行うなど、ソーシャルゲーム会社におけるゲーム資産価
値の最大化を図るための各種サービスを拡充することにより、案件の獲得を進めてまいり
ました。開発事業では、主にベトナムでのオフショア開発や、ゲーム開発で培った開発技
術を用いた新サービスの開発を進めてまいりました。オフショア開発事業では、オフショ
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ア開発拠点としてのベトナム子会社を活用した、他社ウェブサービス等の開発受託等の案
件獲得を進めてまいりました。また、新サービスとして業務提携先である韓国NSHC社が
開発したスマートフォンアプリ向け統合セキュリティソリューション「DxShield」を日
本国内向けに販売を開始するとともに、ソーシャルゲームのためのインフラの設計から構
築・運用までの全てを網羅する「ゲームインフラマネージメントサービス＜GIMS＞」の
サービス提供を開始いたしました。
運営中のタイトルにつきましては、運営体制の効率化により売上減少に見合う運営費の
削減を行い、採算性を維持してまいりました。ゲーム支援事業や開発事業においては、案
件獲得を進めることにより、収益増を目指してまいりました。費用面につきましては、新
規タイトルの開発費の増加を抑制するとともに、本社オフィス集約等による賃借料等の削
減や人員の適正配置等により管理費の削減を進めてまいりました。しかしながら、新規タ
イトルの開発費、新規事業等の費用及び管理費等が、運営タイトル等から得られる利益を
上回って推移いたしました。また、当連結会計年度において、為替の変動に伴う為替差益
20,127千円を営業外収益として計上する一方で、特別損失として投資有価証券評価損
90,489千円を計上するとともに、繰延税金資産の取り崩し等により、法人税等調整額
130,405千円を計上いたしました。
以上の結果、当連結会計年度における売上高は3,300,235千円(前年同期比24.7％増)、
営業損失は415,344千円(前期は591,705千円の営業損失)、経常損失は380,411千円(前
期は647,346千円の経常損失)、親会社株主に帰属する当期純損失は605,595千円(前期は
1,540,753千円の親会社株主に帰属する当期純損失)となりました。
また、資金面につきましては、平成29年２月23日にマッコーリー・バンク・リミテッ
ドを割当先とする行使価額修正条項付第４回新株予約権（24,500個）を発行いたしまし
たが、当連結会計年度において全ての行使が完了した結果、新株予約権の対価と合わせて
2,210,039千円を新たに調達いたしました。当社は、調達した資金を、協業案件獲得のた
めのライセンス使用許諾料及び開発・運営費用、他社タイトルの運営移管受託に係る運営
費用、他社タイトルの買取費用及びオフショア開発事業に充当してまいります。
なお、当社グループはエンターテインメント＆ソリューション事業の単一セグメントで
あるため、セグメントごとの記載はしておりません。
（注）総務省「通信利用動向調査」
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② 設備投資の状況
当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は30,133千円で、その主な

内容は、備品取得及び開発用ソフトウエアの取得であります。

③ 資金調達の状況
平成29年２月23日にマッコーリー・バンク・リミテッドを割当先とする行使価額修
正条項付第４回新株予約権（24,500個）を発行いたしましたが、当連結会計年度にお
いて全ての行使が完了した結果、新株予約権の対価と合わせて2,210,039千円を新たに
調達いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

　

区 分 第 ５ 期
（平成26年９月期）

第 ６ 期
（平成27年９月期）

第 ７ 期
（平成28年９月期）

第 ８ 期
（当連結会計年度）
（平成29年９月期）

売 上 高 （千円） 2,765,788 2,541,885 2,646,019 3,300,235

経 常 損 失（千円） 82,240 934,845 647,346 380,411
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失（千円） 148,755 1,016,379 1,540,753 605,595

１株当たり当期純損失 （円） 17.70 113.59 171.28 54.52

総 資 産 （千円） 3,325,441 2,459,873 1,865,841 3,556,375

純 資 産 （千円） 2,856,672 1,921,596 813,461 2,478,125

１株当たり純資産額 （円） 323.32 213.76 76.62 193.64

（注） 平成25年12月15日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第５期の期首に当該
株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況
　

区 分 第 ５ 期
（平成26年９月期）

第 ６ 期
（平成27年９月期）

第 ７ 期
（平成28年９月期）

第 ８ 期
（当事業年度）
（平成29年９月期）

売 上 高 （千円） 2,765,788 2,531,438 2,632,258 3,306,424

経常利益又は経常損失（△） （千円） 1,018 △724,757 △472,824 △404,129

当 期 純 損 失（千円） 65,495 806,291 1,686,681 891,534

１株当たり当期純損失 （円） 7.79 90.11 187.51 80.26

総 資 産 （千円） 3,382,077 2,759,584 1,995,010 3,431,194

純 資 産 （千円） 2,938,077 2,210,865 941,780 2,344,303

１株当たり純資産額 （円） 332.54 245.94 93.23 184.43

（注） 平成25年12月15日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第５期の期首に当該
株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

ALTPLUS VIETNAM Co.,Ltd. 100万USD 100.0％ オフショア開発事業

株式会社オルトダッシュ 25,500千円 51.0％ モバイルコンテンツ等の企
画、開発及び運営等

株式会社エスエスプラス 10,000千円 70.0％ モバイルコンテンツ等の企
画、開発及び運営等

（注） 株式会社エスエスプラスは平成29年３月13日に設立いたしました。

（4）対処すべき課題
当社グループは、前連結会計年度まで３期連続となる営業損失、経常損失、親会社株主に
帰属する当期純損失を計上しており、当連結会計年度においても、営業損失415,344千円、
経常損失380,411千円、親会社株主に帰属する当期純損失605,595千円を計上しておりま
す。このことから、当社グループは、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況が存在していると判断しております。
当該状況を解消するための対応策の一つとして、当社グループは平成29年２月23日にマ

ッコーリー・バンク・リミテッドを割当先とする新株予約権を発行し、平成29年６月末ま
でに新株予約権の全ての行使が完了したことにより2,210,039千円を調達いたしました。こ
の資金調達により、財務基盤の安定化が図られたことから、継続企業の前提に関する重要な
不確実性は認められないため、継続企業の前提に関する事項の注記記載を解消することとい
たしました。
　
当社グループは引き続き、当該事象等を解消するために、以下の事項に取り組んでまいり
ます。
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① 新規タイトル開発、運営移管タイトルの獲得及び運営タイトルの選択と集中による売上
の拡大
　当社グループは、他社との協業を進めることにより、IPを利用した新規タイトル案件の
獲得を進めておりますが、案件から得られる収益と開発費を精査した上で獲得を進めてま
いります。なお、新規タイトルの開発に際しては、ソーシャルゲームの開発スタジオとし
て、株式会社scopesと設立した合弁会社において、両社のノウハウを生かした開発を進
めてまいります。他社タイトルの運営移管については、他社の動向やニーズを踏まえなが
ら、営業活動を継続的に進め、案件の獲得を進めてまいります。運営タイトルについて
は、主力と位置付けたタイトルへ優先的に開発・運営人員を配置することにより、売上の
維持拡大を図ってまいります。これらの施策を進めることにより、売上を拡大してまいり
ます。
② 開発、運営コストの削減
　当社グループは、新規タイトルの開発費を発生時に費用処理していることから、開発費
が、タイトルから得られる収益に対して常に先行しております。また、ソーシャルゲーム
がウェブブラウザゲームからネイティブアプリへとシフトし、グラフィックや音声等の各
種コンテンツのリッチ化が進んだことから、開発期間が伸長するとともに開発費も増加し
ております。このことから、新規タイトルの開発遅延が収益悪化の大きな要因となってお
ります。そのため、開発工数の見積りや開発中の工数管理を精緻に行うことにより、開発
スケジュールの遅延を抑制し、計画しているリリース時期に遅れが生じないよう努めてま
いります。また、新規タイトルの開発に際しては、開発費の一部を協業先が負担する等の
契約を締結することにより、当社グループが先行して負担する開発費を抑えるとともに、
新規タイトルの海外配信権を、海外パブリッシャーへ譲渡する等、開発費の早期回収を進
めてまいります。
　運営中のタイトルについては、ユーザー課金消費額の減少により、当社グループでの採
算が取れないタイトルを、協業他社へ運営委託するとともに、運営タイトルから得られる
収益に見合った人員数となるように人員の再配置を進めることによって、運営コストを削
減し、収益確保を図ってまいります。また、人員の再配置を行うことにより、新規開発タ
イトルにおける外注費の抑制を引き続き進めてまいります。また、デバッグ並びにユーザ
ーサポート業務については合弁会社である株式会社SHIFT PLUSへ業務移管することによ
り、対象業務の人件費削減を進めました。これらの施策を進めることにより、開発、運営
コストを継続的に削減してまいります。
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③ 海外子会社の収益向上
　ベトナム子会社は、オフショア開発事業の中心拠点でありますが、オフショア開発の需
要は今後も堅調に推移すると見込んでいるため、案件獲得のための営業活動を積極的に進
めてまいります。また、開発ライン不足による案件の失注が発生しないよう、現地エンジ
ニアの採用を案件の受注状況とバランスを取りながら進めることにより受注案件数を積み
上げ、収益拡大を図ってまいります。また、韓国子会社においては開発拠点からマーケテ
ィング拠点へ転換し、ランニングコストの削減を進めてまいります。
④ 新規事業の早期収益化
　当社グループでは、バーチャルリアリティやIoT、機械学習やAI、ブロックチェーンと
いった様々な新技術を既存事業に適用していくための取組を進めるとともに、新しい技術
を用いたビジネスモデル構築の検討を行うなど、新規事業を小規模でスタートしておりま
す。これらの新規事業の進捗状況を見極めつつ、早期に収益獲得できるよう進めてまいり
ます。
⑤ 経費の削減
　開発部門につきましては、業務委託費の削減、人員の配置見直しによる費用削減及び増
加の抑制を継続的に進めておりますが、間接部門につきましても本社オフィスの拠点集約
による賃料削減を実行するとともに、また人員の配置見直しによる人件費削減等を継続的
に進めております。今後も各種経費につきましては、継続的に見直しを進めてまいりま
す。
　
また、当社グループが業容を拡大し、収益基盤の更なる拡大及び経営の安定化を図ってい
く上で、当社グループは以下の重要課題に取り組んでおります。

　
① 新規タイトルのリリース、開発リスクの分散と効率的な運営
ソーシャルゲーム市場の成長は鈍化しつつあり、かつ、端末の高機能化やユーザーの趣
味嗜好の多様化が進んでおります。このような事業環境下において、当社グループが持続
的な成長を遂げるためには、収益力の高いタイトルを継続的、安定的に提供することが必
要であると認識しております。新規タイトルの開発に際しては、ユーザー認知度の高い有
力IPの獲得を進めることにより、ヒット率の向上を目指してまいります。また、運営中の
タイトルにつきましては、運営期間の長期化による収益減少を最小限に抑えるための各種
施策を講じるとともに、運営の効率化を進めることにより収益性を維持してまいります。
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② 開発、運営費用の削減
端末の高機能化やユーザーの趣味嗜好の多様化に起因する開発工数の増加により、開発
費用の高騰並びに開発期間の長期化が進んだことから、ゲームの開発から運営までを、単
独で行うことが困難な状況となりつつあります。
そのような状況において、当社グループは、開発フェーズだけではなく運営フェーズに

際しても、外部の開発・運営会社やIP保有会社との協業を進めることにより、当社グルー
プが負担する開発費用及び運営費用を抑え、リスクを分散してまいります。

③ 新規事業・サービスの展開
ソーシャルゲーム市場の成長鈍化、開発期間の長期化及び開発費の高騰を踏まえ、収益
基盤の安定化及び持続的な成長を図るためには、事業の多角化を進めることにより、安定
的な収益を確保することが必要であると考えております。このため、当社グループは市場
動向等を踏まえた上で、ゲーム周辺領域にとどまらず、新たな事業・サービスの展開を行
ってまいります。
④ システム管理体制の強化及び情報セキュリティの向上
当社グループが提供するコンテンツは、インターネット上で提供していることから、サ
ービス提供に係るシステム稼働の安定性を確保することが重要な課題であると認識してお
り、システム管理やシステム基盤の強化等に継続的に取り組んでまいります。また、他社
との協業や、開発事業を進めるに際しては、情報セキュリティの向上が必要であると考え
ており、ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得するなど、継続
的に情報セキュリティの向上に努めてまいります。
⑤ 人材の確保と育成
当社グループは、市場の成熟化並びにユーザーの多様化に対応し、新規事業を含め今後
の更なる業容拡大を図るためには、優秀な人材を国内外で確保し、育成するとともに、人
材の外部流出を防ぐことが重要な課題であると認識しております。しかしながら、優秀な
人材は、他社とも競合することから、人材を安定的に確保することが難しい状況が今後も
継続すると考えております。このため、当社グループは、特色のある社内制度の導入や社
内研修の強化等により、社内環境の改善を継続的に進めることにより、優秀な人材の確保
につなげていきたいと考えております。また、企業認知度を向上させるための各種施策を
実施することにより、当社グループの魅力を訴求していくことも重要であると考えており
ます。
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⑥ グループ経営体制及び内部管理体制の強化
当社グループは国内外に子会社及び関連会社を有しております。当社グループの更なる
成長と企業価値の向上のためには、外部環境の変化に対応しつつ、持続的な成長を達成す
るための経営体制及び内部管理体制の強化が必要であると考えております。そのために、
当社グループは業務フローやコンプライアンスの充実等により内部管理体制を強化すると
ともに、コーポレートガバナンス・コードの基本原則に沿った各種施策に取り組むことに
よりグループ経営体制を強化してまいります。

（5）主要な事業内容（平成29年９月30日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

エンターテインメント＆
ソリューション事業

ソーシャルゲームの企画、開発及び運営、並びにITサービスの開発及び運
営支援事業

（6）主要な事業所（平成29年９月30日現在）
① 当社

本社 東京都渋谷区

② 子会社
ALTPLUS VIETNAM Co.,Ltd. ベトナム国ハノイ市
株式会社オルトダッシュ 東京都渋谷区
株式会社エスエスプラス 東京都渋谷区
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（7）従業員の状況（平成29年９月30日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

296（9）名 18名減（9名減）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の
平均員数を（ ）外数で記載しております。

　

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

140（9）名 8名減（9名減） 33.4歳 2.5年

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間
の平均員数を（ ）外数で記載しております。

（8）主要な借入先の状況（平成29年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 48,344千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 200,100千円

（注） 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約（極度額80,000千円）を締結して
おります。当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高はありません。

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年11月21日 17時02分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



17

2. 株式の状況（平成29年９月30日現在）
（1）発行可能株式総数 24,000,000株

（2）発行済株式の総数 12,703,040株

（3）株主数 9,609名

（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

石井 武 1,832千株 14.42％

XPEC Entertainment Inc. 1,094 8.61

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 445 3.50

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT ESCROW 321 2.53

鵜川 太郎 187 1.48

グリー株式会社 166 1.31

NOMURA PB NOMINEES LIMITED A/C CPB30072482276 152 1.20

山口 修一郎 137 1.08

日本証券金融株式会社 126 0.99

野村證券株式会社 124 0.98
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3. 会社役員の状況
（1）取締役及び監査役の状況（平成29年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 Ｃ Ｅ Ｏ 石 井 武 株式会社オルトダッシュ取締役

取 締 役 Ｃ Ｏ Ｏ 鵜 川 太 郎 執行役員コーポレートブランディング部長

取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 竜石堂 潤 一 執行役員財務・経理部長

取 締 役 本 田 浩 之 株式会社リブセンス社外取締役
株式会社ダブルスタンダード社外取締役

取 締 役 石 井 洋 児 株式会社アーゼスト代表取締役社長

常 勤 監 査 役 小 田 香 織 ―

監 査 役 隈 元 慶 幸
堀総合法律事務所所属
株式会社パソナ社外監査役
小倉クラッチ株式会社社外監査役
株式会社アイリッジ取締役（監査等委員）

監 査 役 小 林 壮 太 公認会計士税理士小林壮太事務所代表

（注）1. 取締役本田浩之氏及び取締役石井洋児氏は社外取締役であります。なお、当社は本田浩之氏を東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

2. 常勤監査役小田香織氏、監査役隈元慶幸氏及び監査役小林壮太氏は、社外監査役であります。なお、
当社は常勤監査役小田香織氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。

3. 常勤監査役小田香織氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有しております。

4. 監査役隈元慶幸氏は、弁護士の資格を有しており、法務・企業統治・コンプライアンスに関する相
当程度の知見を有しております。

5. 監査役小林壮太氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

6. 平成28年12月22日開催の第７回定時株主総会において、陳逸氏が取締役に新たに選任され、就任い
たしましたが、平成29年３月31日付で辞任いたしました。
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（2）取締役及び監査役の報酬等

区 分 支 給 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

５名
（２名）

44,857千円
（9,600千円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
（３名）

13,200千円
（13,200千円）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

８名
（５名）

58,057千円
（22,800千円）

（注）1. 取締役の報酬限度額は、平成25年１月８日開催の臨時株主総会において、年額150百万円以内（た
だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また、別枠で平成28年12月22日開
催の定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式付与のための報
酬総額は年額50百万円以内と決議されております。

　 2. 監査役の報酬限度額は、平成25年１月８日開催の臨時株主総会において、年額50百万円以内と決議
いただいております。

3. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
4. 上記の報酬等の額には、譲渡制限付株式付与のための報酬が含まれております。当事業年度におけ

る金額は、取締役（社外取締役を除く）3,007千円であります。
5. 当事業年度末現在の人員は、取締役５名（うち社外取締役２名）、監査役３名（うち社外監査役３
名）であります。
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（3）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 兼職する法人等 兼職の内容

取 締 役 本 田 浩 之
株式会社リブセンス 社外取締役

株式会社ダブルスタンダード 社外取締役

取 締 役 石 井 洋 児 株式会社アーゼスト 代表取締役社長

取 締 役 陳 逸

樂陞科技股份有限公司 総経理

蘇州工業園區樂陞軟件有限公司 総経理

樂陞美術館股份有限公司 董事代表人

監 査 役 隈 元 慶 幸

堀総合法律事務所 所属

株式会社パソナ 社外監査役

小倉クラッチ株式会社 社外監査役

株式会社アイリッジ 取締役（監査等委員）

監 査 役 小 林 壮 太 公認会計士税理士小林壮太事務所 代表

（注）社外取締役及び社外監査役の重要な兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 本 田 浩 之
当事業年度に開催された取締役会19回のうち18回に出席しております。
主に経営者としての豊富な経験から当社の経営全般に関する発言を行っ
ております。

取締役 石 井 洋 児
当事業年度に開催された取締役会19回の全てに出席しております。主に
経営者としての豊富な経験から当社の経営全般に関する発言を行ってお
ります。

取締役 陳 逸
平成28年12月22日就任後から平成29年３月31日に辞任するまでの間に
開催された取締役会５回のうち２回に出席しております。主に経営者と
しての豊富な経験から当社の経営全般に関する発言を行っております。

監査役 小 田 香 織

常勤監査役として、監査役会の中心を担っております。当事業年度に開
催された取締役会19回及び監査役会16回の全てに出席しております。主
に、公認会計士としての専門的見地、また通信・メディア・コンテンツ
事業における経験から当社の事業、サービスに関する発言を行っており
ます。

監査役 隈 元 慶 幸
当事業年度に開催された取締役会19回及び監査役会16回の全てに出席し
ております。主に、弁護士としての専門的見地から当社の法律に係る事
項・コンプライアンス・企業統治に関する発言を行っております。

監査役 小 林 壮 太
当事業年度に開催された取締役会19回及び監査役会16回の全てに出席し
ております。主に、公認会計士及び税理士としての専門的見地から当社
の財務・税務・会計に関する発言を行っております。

　
③ 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

（平成29年９月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

3,153,579

2,620,775

452,976

82,827

△3,000

402,796

41,124

15,073

26,050

30,859

1,455

29,403

330,812

92,355

53,644

16,460

168,352

流 動 負 債 589,958
買 掛 金 136,158
未 払 金 133,132
短 期 借 入 金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 97,152
繰 延 税 金 負 債 949
そ の 他 122,566
固 定 負 債 488,292
転換社債型新株予約権付社債 437,000
長 期 借 入 金 51,292
負 債 合 計 1,078,250

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 2,457,309
資 本 金 2,648,868
資 本 剰 余 金 2,637,868
利 益 剰 余 金 △2,829,427
その他の包括利益累計額 2,558
為 替 換 算 調 整 勘 定 2,558
新 株 予 約 権 1,515
非 支 配 株 主 持 分 16,741
純 資 産 合 計 2,478,125

資 産 合 計 3,556,375 負 債 純 資 産 合 計 3,556,375
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（平成
平成

28
29
年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 3,300,235
売 上 原 価 2,897,831
売 上 総 利 益 402,404

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 817,748
営 業 損 失 415,344

営 業 外 収 益
受 取 利 息 139
受 取 配 当 金 748
雑 収 入 7,884
為 替 差 益 20,127
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 13,817 42,716

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,399
雑 損 失 3,383 7,782
経 常 損 失 380,411

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 160 160

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 90,489
持 分 変 動 損 失 939 91,428
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 471,679
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,853
法 人 税 等 調 整 額 130,405 136,258
当 期 純 損 失 607,938
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 2,342
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 605,595

　

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成29年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 渡 金

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

貸 倒 引 当 金

3,059,969
2,440,527

483,297

2,143

44,577

365,648

△383,789

107,566

371,224
30,321
10,772

19,549

30,688
1,262

29,426

310,214
92,355

56,000

17,792

14,559

147,300

△17,792

流 動 負 債 598,599
買 掛 金 172,601
短 期 借 入 金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 97,152
未 払 金 148,434
未 払 費 用 10,218
未 払 法 人 税 等 17,301
預 り 金 6,849
繰 延 税 金 負 債 949
そ の 他 45,090
固 定 負 債 488,292
転換社債型新株予約権付社債 437,000
長 期 借 入 金 51,292
負 債 合 計 1,086,891

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 2,342,788
資 本 金 2,648,868
資 本 剰 余 金 2,637,868
資 本 準 備 金 2,637,868
利 益 剰 余 金 △2,943,948
そ の 他 利 益 剰 余 金 △2,943,948
繰 越 利 益 剰 余 金 △2,943,948

新 株 予 約 権 1,515
純 資 産 合 計 2,344,303

資 産 合 計 3,431,194 負 債 純 資 産 合 計 3,431,194
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（平成
平成

28
29
年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 3,306,424
売 上 原 価 3,014,348
売 上 総 利 益 292,076

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 718,224
営 業 損 失 426,148

営 業 外 収 益
受 取 利 息 4,075
受 取 配 当 金 748
業 務 受 託 料 13,800
雑 収 入 4,764
為 替 差 益 3,521 26,909

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,399
そ の 他 491 4,890
経 常 損 失 404,129

特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 20,066
新 株 予 約 権 戻 入 益 160 20,227

特 別 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 179,630
投 資 有 価 証 券 評 価 損 90,489
関 係 会 社 株 式 評 価 損 103,303 373,423
税 引 前 当 期 純 損 失 757,326
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,803
法 人 税 等 調 整 額 130,405
当 期 純 損 失 891,534

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成29年11月９日

株式会社オルトプラス
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 武 井 雄 次 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 古 賀 祐一郎 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オルトプラスの平成28年10月１日から
平成29年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社オルトプラス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成29年11月９日

株式会社オルトプラス
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 武 井 雄 次 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 古 賀 祐一郎 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オルトプラスの平成28年10月１
日から平成29年９月30日までの第８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第８期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が

作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、
取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行
が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並
びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年11月16日

株式会社オルトプラス 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 小 田 香 織 ㊞
監査役（社外監査役） 隈 元 慶 幸 ㊞
監査役（社外監査役） 小 林 壮 太 ㊞

　

以 上
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メ モ
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エントランス

ホテル
エントランス

店舗/遊歩道 連絡通路

JR山手線玉川口
東京メトロ銀座線

東急百貨店
東横店

ホテルロビー/フロント/ラウンジ
会議・宴会場（プラネッツルーム）

B1階

1階

2階
3階
4階
5階
6階

京王井の頭線
ホーム

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

会　場

東京都渋谷区道玄坂一丁目12番２号
渋谷マークシティ内
渋谷エクセルホテル東急６階
プラネッツルーム
連絡先　03-5457-0109
　　　（ホテル代表電話）

交通のご案内

■JR（山手線・埼京線・湘南新宿ライン）
　東京メトロ（銀座線・半蔵門線・副都心線）
　東急（東横線・田園都市線）「渋谷駅」直結
■京王井の頭線「渋谷駅」上部

■１階又は３階からエクセルホテル専用
　エレベーターにて６階にお越しください。
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